身体拘束と刑事手続の流れ


逮捕されてから最大72時間身体を拘束されます。この間に，検察官が，あなたに対する身体拘束を続けるように裁判官に請求するかどうかを決めます（勾留請求）。勾留請求されなければ釈放されます（在宅での事情聴取が続く場合もあります）。
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勾留期間満了までに不起訴処分とならず，略式裁判ともならなかった場合，通常は裁判への出頭を確保するために起訴後も勾留が続きます。


起訴後であれば勾留が続いていても保釈（勾留の執行を停止すること）の請求をすることができます。保釈を認めるかどうかを決める権限は裁判所にあり，検察官や警察官にはそのような権限はありません。


また，保釈が認められるにはいくつかの要件をみたすことが必要であり，保釈が認められても裁判所が決めた保釈保証金（保釈中に逃亡したりせず，裁判に出頭することを約束して，裁判所へ納めておくお金）を納付できなければ身体拘束は解かれません。





検察官は，裁判官が決めた勾留期間が終わるまでに（最大20日間），あなたを裁判にかける（起訴する）かどうかを決めます。検察官が，不起訴（裁判にかけない）あるいは処分保留と決めると釈放されます（処分保留の場合は，後に起訴されることがないとはいえません）。犯した犯罪が比較的軽微で刑の種類に罰金刑があり，50万円以下の罰金刑が相当であると検察官が判断したときは，あなたの同意を条件として書面審理だけで裁判が行われることがあります（略式裁判）。この場合は，起訴と同時に罰金を納めることで釈放されます。


※なお，あなたを不起訴にするか，起訴するか，略式裁判にするかを決める権限があるのは検察官だけです。


仮に，取調段階で警察官が，「自白すれば，不起訴になる」とか，「自白すれば罰金ですぐに出られる」などと言って自白を迫ってきても，警察官にはその様な権限はありませんから注意して下さい。


勾留あるいは勾留延長に不服があれば準抗告や勾留取消などの申立をすることもできます。





勾留請求があると，裁判官があなたの言い分を聞いた上で（勾留質問），引き続きあなたの身体を拘束するかどうかを決めます。勾留は，原則として10日以内ですが，さらに10日以内の延長が出来ることになっています（最大20日間勾留されることがあります）。裁判官が勾留あるいは勾留延長を認めなければ釈放されます。


※なお，勾留質問をして勾留するかどうかを決める権限があるのは裁判官です。検察官が決めるのではありません。


勾留あるいは勾留延長に不服があれば準抗告や勾留取消などの申立をすることもできます。








